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はしがき

　人の安全を補償するには、危険性のある物に近づかないことが、安全を保つ手段の第1です。しかしながら、危険性の物に接近したり、触れる機会を皆無にすることは不可能です。このような観点に立って安全手段・方法として次の段階を踏むことが常道とされています。

　ⅰ　遠隔操作により危険性物質の接近しないようにする。この方法が一番良いわけですが全てこのような方法によることは不可能です。可能な範囲でこのような改善策をとる必要があります。だからといって、機械等の点検・試験・故障修理等のときには、非定常作業と言われる危険性が伴う作業に携わることを回避することはできません。

　　　このような、非定常作業を進めるときは、「安全作業手順等」にしたがい、保護具等を着用又は使用を義務付けられるものです。絶対条件です。

　ⅱ　操作時はフェールセーフによる自動化、囲い等による安全化により、危険性物質に接近できないようにします｡中々完全にこのような施策を織り込むことはできない場合がでてきます。機械は故障やトラブルはつきものです。ⅰ項同様に、機械等の点検・試験・故障修理等のときには、非定常作業と言われる危険性が伴う作業に携わることを回避することはできません。

　　　このような、非定常作業を進めるときは、「安全作業手順等」にしたがい、保護具等を着用又は使用を義務付けられるものです。絶対条件です。

　ⅲ　直接危険性物質に接近したり、接触することが避けられない作業があります。直接作業です。定常作業として行われるこのような作業は、通常、保護具、防護具、防具、安全用器具などを着用・使用することが義務付けられます。勿論、「安全作業手順等」にしたがって、作業を進めることになります。

このような、三つの原則にしたがって、日常作業を進めれば災害を皆無にすることも不可能ではありません。ということは、危ない作業に携わるときに、最終的に人の安全を保証するのは、保護具等の着用・使用ということになります。

しかしながら、保護具、防護具。防具等は使用に当たり、人に対して違和感が付きまとうものです。そして、着用時等に作業がやり難いということがあります。その保管等の管理を含めて決められた安全処方を遵守しないという現実が多々見受けられます。このようなことによる災害の発生を見逃すことはできません｡

保護具等の使用に当たっては、違和感が伴なうため、その着用・使用がかえって作業を妨害をする場合もあります。したがって、個々の作業において、真に必要なものかをよく検討して安全作業を進める必要があります。

このようなことを検討して進めるのが、「保護具等のリスクアセスメント」ということになります。

どのような作業に保護具等を着用・使用するかということは、労働安全衛生規則および関連の規則によって詳細が示されています。この法令に示された法的規制は、実に懇切・丁寧にしよう場所等を明示しています。しかしながら、簡単に導入できるものと、導入には困難が伴なう場合があります。どのようものがあるか、問題点を上げてみると次のようことです。

ⅰ　一人親方或いは小人数の事業場(管理体制の難しさ)で実質的に導入が難しい所があります・

ⅱ　保護具の着用する段階(簡易作業等)が明示し難い所があります。

ⅲ　保護具等の管理(試験方法、周期、更改時期の明示等)に難があります。

ⅳ　保護具等の着用を誤ると、別の行動災害が憂慮される場合があります。

ⅴ　その他いろいろなことが想定されます。

1． 小人数事業場(一人親方を含む)の法令適用の難しさ

被災の実態を認識され難いということがあります。災害の防止は法の精神からすれば組織的な統制によって実効があるというものです。このような事業では、体制を整えるという単純なことができません。

したがって、作業に従事する人の「安全意識」をどう向上するかということが最大の課題となります。

課題の責任は、事業者にあることはいうまでもありませんが、数人をまとめる事業者、一人親方にどのような実効の施策があるかも検討しなければなりません。このような事例は、建設業あるいは類似の業種に見られるところです。建設業でも大手の事業の場合は、指導を徹底できますが、小規模作業場では中々できません。

作業の手順でも、先行する安全作業等いろいろと検討されていますが、小規模事業では、いろいろな制約の中にあって、実行が難しく、解決策がえられません。

(1) 災害の事例

　多くの災害事例は、手順不履行から発生するもので、その中で顕著なものとして「保護具等」の未使用が上げられます。典型的な例を上げて説明します。

　以下の作業は何れも保護具等の使用の際、着用あるいは使用に違和感が伴うものです。しだかって、単に着用等を義務付けるのではなく、真に必要な作業を再検討する必要があります。必要度の低い作業にまで、幅を広げて着用等を行うと複次的な逆反応が想定されます。「作業行動を阻害して災害の発生を見ること」

①　高圧電気の保護具等の未使用

　私が経験した災害事例の99％は保護具等の未使用から発生しています。高圧電気設備は、ある限界距離以内での作業では保護具等の使用が義務付けられています。にもかかわらず、多くの被害事例では、その着用・使用を怠っています。

　その原因は、作業者の教育の不徹底にあることは否めませんが、小人数事業場あるいは一人親方の場合は、組織力の欠陥というか、中々徹底が図れない実情にあります。

ⅰ　安全作業手順の不履行

ⅱ　作業者の教育方法

ⅲ　リスクアセスメントによる危険性評価

ⅳ　保護具等の管理方法(試験方法、目視点検の方法)

ⅴ　保護具等着用・使用の作業区分の明確化等

　このような項目について、徹底が図れない理由を解明する必要があります。

2 高所転落の安全帯の不履行

　多くの災害は、未着用か取り付け箇所が無い。という単純が原因で発生しています。2mそこそこの高さでは、未着用でやった方が早く作業が出来るという現実があります。不安定な脚立等単独で作業を行う等が想定されます。

　安全帯を確実に付けられるよう先行することが前提になりますが、リスクが何処にあるかを再認定する必要があります。安全帯が確実に付けて作業が出来るようになっているか、という単純な前提条件を見落としてはいけません。

ⅰ　安全措置の先行設置

ⅱ　高所作業の徹底

ⅲ　安全作業手順の不履行

ⅳ　作業者の教育方法

ⅴ　リスクアセスメントによる危険性評価

3 転落・墜落等の災害防止

　はさまれ、巻き込まれ、といった事例と同様に、転落・墜落等の類似災害は災害の多くを占めています。小人数事業場(一人親方を含む)の特徴の一つです。小規模工事等の場合は、不安全な設備も多く、労働環境も良くありません。

ⅰ　安全措置の事前確認と先行実施

ⅱ　高所作業の徹底

ⅲ　安全作業手順の不履行

ⅳ　作業者の教育方法

ⅴ　リスクアセスメントによる危険性評価

4 保護具等着用の不備

　保護具には数多くのものがありますが、未着用の要因として一般的に上げられていますものは、作業時の着用による違和感です。①にあります高圧電気用の保護具等は、即災害に結びつくものです。したがって、どうしても着用の必要な作業では、これを省略することは許されません。

　しかしながら、労働衛生保護具等で必要性は認められるが、着装しなくても直ちに災害と結びつかないものも多々あります。このような保護具等は総じて着装時に違和感を伴ないます。この結果、作業能率の低下が現れることがあります。

　作業者に訴える内容としては、次のようなことが上げられます。

ⅰ　作業者に保護具等の着用の必要性として災害事例と健康障害の実態を認識

ⅱ　保護具等着用の作業手順への折込

ⅲ　リスクアセスメントとして危険性評価による使用順位等の明示

ⅳ　性能低下による管理方法の徹底

2． 真に必要な作業形態の見直し

災害事例として、比較的多いものを上げましたが、保護具等必要とする作業の内容を見直すことが必要があります。何故かいうと法令等ルールに示されたからといって、何から何まで着装させるということ無しに、本当に必要なものかを再検討する必要があります。法令等のルールでは、総括的な内容が示されるが、着装時の支障等の不具合あるいは不必要作業があるかも知れません。

　①　着装した時の安全性の評価を行う必要があります。

2 法令に示された保護具等の使用が、どの作業に適用されるか、内容を明示します。

　法令では、総括的に周期を示しているので、個々の作業について、どの作業は何と何を使用する等危険性のリスクアセスメントを行い、作業者に徹底する必要があります。

3 安全用保護具等を使用した場合、どの程度の信頼性があるのか、作業の実態に照らして認識している必要があります。

ⅰ　直接使用の信頼度

ⅱ　並列使用の信頼度
ⅲ　劣化したものの信頼性の評価

ⅳ　劣化したものの破棄する条件の明示
ⅴ　大まかな取り替え期間(使用期限等)、(使用内容による環境によって大幅に異なることがあります。)

4 よく見かけることですが、指定された作業を行うのに、重装備の保護具着用を強要している場合があります。よく検討してみると、保護具着用の必要性を認めないようなものまで、保護具等の着用を強要していることがあります。

一般的に保護具等の使用は、使う側から見ると「違和感」がおおきく、着用したための「行動災害」の危険性が発生することがあります。

5 危険性が非常に高いときには、保護具の二重使用(並列使用)を行うことがあります。その内容を検証して決めておく必要があります。どの作業に安全帽、手の保護、足の保護、身体の他の部分保護等を求めるか、

このように考えてみると、保護具等を使用するときに、どの程度の安全上の信頼がえられるかを念頭において使用の適否を決める必要があります。
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